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〇第 33 号
１ 業務の概要
１）品目分類番号 42
２）業務名 令和６年度名古屋港新土砂処分場
整備に伴う船舶安全管理業務
３）業務内容 本業務は、名古屋港新土砂処分
場整備の実施にあたり、工事の安全と円滑な
遂行及び付近を航行する船舶の安全確保のた
め、工事に関する情報、航行船舶の情報、気
象海象等に関する情報を迅速に収集し、これ
らの情報を工事関係者及び航行船舶等に速や
かに伝達するものである。
４）履行期間 契約締結日から令和７年３月31
日まで
５）本業務は、技術提案等を受け付け、価格以
外の要素と価格を総合的に評価して落札者を
決定する総合評価落札方式の適用業務であ
る。また、品質確保の観点から中部地方整備
局（港湾空港関係）が別に定める価格（以下、
「品質確保基準価格」という。）を設定する予
定価格が100万円を超える総合評価落札方式
においては、技術提案等の確実な履行の確保
を厳格に評価するため、技術提案等の評価項
目に新たに「履行確実性」を加えて技術評価
を行う試行業務である。
６）本業務は資料提出、入札を原則として電子
入札システムで行う対象業務である。なお、
例外的に電子入札システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得て紙入札方式に代える
ことが出来る。
７）本業務は、競争参加資格確認申請書を提出
した者に対し、見積参考資料（金抜き設計書）
を開示する業務である。
８）本業務は、40歳未満の管理技術者を定期的
に指導する経験豊富な技術者（以下、「技術指
導者」という。）を配置できる「若手技術者登
用促進型」の試行業務である。なお、技術指
導者の配置については、競争参加資格確認申
請書の提出者が選択できるものとする。
９）本業務は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
業務である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙方式に
代えるものとする。
10）本業務は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う業務である。

２ 競争参加資格（企業に関する資格要件）
１）入札参加者に関する要件
 次のに掲げる資格を満たしている単体
企業又はに掲げる資格を満たしている設
計共同体であること。
 単体企業
ａ．予算決算及び会計令（昭和22年勅令
第165号）（以下、「予決令」という。）第
70条及び71条の規定に該当しない者で
あること。
ｂ．中部地方整備局（港湾空港関係）に
おける令和５・６年度建設コンサルタ
ント等業務に係る一般競争（指名競争）
参加資格Ａ等級の決定を受けているこ
と。
ｃ．会社更生法に基づき更生手続開始の
申立てがなされている者又は民事再生
法に基づき再生手続開始の申立てがな
されている者でないこと。（手続開始の
決定を受けている者を除く。）
ｄ．競争参加資格確認申請書（以下、「申
請書」という。）の提出期限の日から開
札の時までの期間に、中部地方整備局
から「地方整備局（港湾空港関係）所
掌の工事請負契約に係る指名停止等の
措置要領」（昭和59年３月31日付け港管
第927号）に基づく指名停止を受けて
いないこと。
ｅ．警察当局から、暴力団員が実質的に
経営を支配する建設業者等又はこれに
準ずるものとして、国土交通省発注工
事等から排除要請があり、当該状態が
継続している者でないこと。
ｆ．上記ｂ．に掲げる一般競争（指名競
争）参加資格の決定を受けていない者
も競争参加資格確認申請書等を提出す
ることができるが、その者が入札に参
加するためには、開札の日において当
該資格の決定を受けていなければなら
ない。

 設計共同体
に掲げる条件を満たしている者によ
り構成される設計共同体であって、「競争
参加者の資格に関する公示」（令和６年３
月29日付中部地方整備局副局長）に示す
ところにより中部地方整備局副局長から

本業務に係る設計共同体としての競争参
加者の資格（以下「設計共同体としての
資格」という。）決定を受けていること。
また、上記に掲げる設計共同体として
の資格の決定を受けていない者も競争参
加資格確認申請書等を提出することがで
きるが、その者が入札に参加するために
は、開札の日までに当該資格の決定を受
けていなければならない。

 入札に参加しようとする者の間に資本関
係又は人的関係がないこと。（入札説明書参
照）

２）競争参加資格確認申請書等に関する要件
 競争参加資格確認申請書等の提出者に対
する要件
 競争参加資格確認申請書等を提出する
者は、平成26年度以降公告日までに完了
した以下のいずれかの「同種又は類似業
務」実績を有する者であること。なお、
設計共同体の場合は、代表者及び構成員
が「同種又は類似業務」の実績を有さな
ければならない。
・同種業務：港湾または開発保全航路に

関する工事における以下の
いずれかの業務実績
 航行安全管理業務
 航行安全対策業務

・類似業務：港湾における船舶の航行実
態の調査を行った業務

ただし、上記の実績が全地方整備局、
国土技術政策総合研究所及び沖縄総合事務
局（いずれも港湾空港関係）の発注した業
務で請負業務成績評定の評定点を得ている
ものについては、請負業務成績評定通知書
の写しを添付すること。なお、当該評定点
が60点未満の場合は実績として認めない。
 配置予定管理技術者に対する要件
 配置予定管理技術者の資格に関する要
件
配置予定管理技術者については、以下
に掲げる資格等のいずれかを有するこ
と。
イ）技術士（総合技術監理部門（建設
港湾及び空港）又は建設部門（港湾及
び空港））又は博士（工学又は学術）（但
し、「学術」については、工学に関連す
る研究分野に限る）

ロ）ＲＣＣＭ（港湾及び空港部門）（但し、
港湾関係の実務経験が３年以上ある者
とする）
ハ）ＡＰＥＣエンジニア（Civil、Struc‑
tural、Industrial）、土木学会認定土
木技術者（特別上級、上級または１級）、
又は海技士（航海部門）５級以上
ニ）発注者が上記イ）、ロ）またはハ）
と同等の能力と経験を有すると認めた
者

※ 外国資格を有する技術者（わが国及び
ＷＴＯ政府調達協定締約国その他建設市
場が開放的であると認められる国等の業
者に所属する技術者に限る。）について
は、あらかじめ技術士相当又はＲＣＣＭ
相当との国土交通大臣認定を受けている
必要がある。
なお、競争参加資格確認申請書等の提
出期限までに当該認定を受けていない場
合にも競争参加資格確認申請書等を提出
することができるが、この場合、競争参
加資格確認申請書等提出時に当該認定の
申請書の写しを提出するものとし、当該
業者が競争参加資格の確認を受けるため
には競争参加資格確認通知の日までに大
臣認定を受け、認定書の写しを提出しな
ければならない。
競争参加資格確認通知の日は４ ４）
のとおり。
 業務実績に関する要件
配置予定管理技術者（技術指導者）に
ついては、平成26年度以降公告日までに
完了した以下に示される「同種又は類似
業務」のいずれかについて、従事経験を
有さなければならない。
なお、業務実績は、技術者として従事
した実績であれば、従事した際の立場（出
向又は派遣）は問わないが照査技術者と
して従事した実績は除く。
・同種業務：港湾または開発保全航路に

関する工事における以下の
いずれかの業務実績
 航行安全管理業務
 航行安全対策業務

・類似業務：港湾における船舶の航行実
態の調査を行った業務
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